
　

 □ その他
今後の方

１

向性 □ 縮小　□ 改

日

善 道路後退用地取得事

概

業を実施していく。
（

施

改善措置等）□ 休止

策

　□ 終了
計画対象 □

名

 実施計画査定対象 

道

 □ 行政改革対象 

路

□ 廃止　　　　 

※

基

決算額については、端

本

数処理により、他資料

目

の決算額と差異が生じ

標

ている場合もあります

快

。

適で暮らしやすいまち

No. 事務

要

事業名 活動内容 コスト

施

（事業費：千円）

国・

策

県支出金を伴う事業費

の

補助金 令和　４年度 令

目

和　５年度 令和　５年

的

度 令和　６年度 令和　

安

４年度 令和　５年度 令

全

和　５年度 令和　６年

で

度
活動指標名 単位

実績

快

計画 実績 計画 決算 当初

適

予算 決算 当初予算
全体

な

事業概要
①

道路後退用

道

地の取得長さ ｍ 150

路

.69 50 39.33

を

50
道路後退線地内用

整

地買収を行う用地にお

備

いて、用地内 （再掲）

す

にある工作物等を移設

る

するための費用の一部

こ

を補助す 0 500 0 5

と

00
るもの。

②

令和　

に

７年度の優先度

③2 　

よ

□ Ａ　　　 □ Ｂ

り

　　　 □ Ｃ　　　

、

 □ Ｄ　

境界確認の

交

結果、買収する後退線

通

内に工作物がなかった

ネ

ため、移設費補助金の

ッ

交付はなかったが、道

ト

路後退用地
■ 計画ど

ワ

おり   
令和　５年

ー

度 取得長さが計画を上

ク

回ったため、計画どお

を

りである。
□ 遅延 

構

        
の評

築

価
□ 進展なし   

し

  

■ 維持　□ 拡

、

大 市内には多くの狭あ

交

い道路があり、道路後

通

退用地取得事業と共に

混

道路内にある工作物移

雑

設費補助を実施するこ

の

と
事業区分 □ 自治事

緩

務   □ 法定受託

和

   □ その他
今後

や

の方向性 □ 縮小　□

産

 改善 により４ｍ未満

業

の狭あい道路の解消に

の

寄与することから、引

活

き続き事業を実施して

性

いく。
（改善措置等）

化

□ 休止　□ 終了
計

に

画対象 □ 実施計画査

つ

定対象  □ 行政改

な

革対象 
□ 廃止　　

げ

　　 

ること。

施策の方向 生活道路の整備

取得距離が計画数値を下回ったが、当初計画の要望のあった道路後退部分を買収できたことから、計画どおりである。
■ 計画どおり   

令和　５年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市内には多くの狭あい道路があり、道路後退用地取得事業と共に道路内にある工作物移設費補助を実施することにより４ｍ未満の狭あい道路の解消に寄与することから

今後の方向性 □ 拡大　　　　 、引き続き事業を実施していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務

頁

事業名 活動内容 コスト

令

（事業費：千円）

建築

和

物道路後退線地内改良

 

事業 令和　４年度 令和

5

　５年度 令和　５年度

年

令和　６年度 令和　４

度

年度 令和　５年度 令和

　

　５年度 令和　６年度

　

活動指標名 単位
実績 計

事

画 実績 計画 決算 当初予

務

算 決算 当初予算
全体事

事

業概要
①

道路後退用地

業

の取得長さ ｍ 150.

評

69 50 39.33 5

価

0
建築基準法第42条

表

第2項における道路後

（

退部分を道路
用地とし

個

て整備するために用地

票

買収を行うもの。また

）

6,117 2,100

課

1,960 1,950

名

、用地の分筆が適正に

計

行われているかを確認

画

するため
②、用地測量

ま

を実施する。

令和　７

ち

年度の優先度

③1 　□

づ

 Ａ　　　 □ Ｂ　

く

　　 □ Ｃ　　　 

り

□ Ｄ　

取得距離が計

部

画数値を下回ったが、

住

当初計画の要望のあっ

宅

た道路後退部分を買収

政

できたことから、計画

策

どおりで
■ 計画どお

課

り   
令和　５年度

作

ある。
□ 遅延   

成

      
の評価

□

日

 進展なし     

令

■ 維持　□ 拡大 市

和

内には多くの狭あい道

　

路があり、当該事業に

６

より４ｍ未満の狭あい

年

道路の解消に寄与する

　

ことから、引き続き
事

８

業区分 □ 自治事務 

月

  □ 法定受託  


